
～保険料水準の統一に向けて
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国民健康保険事業の概要について

厚生労働省、滋賀県資料から一部引用

資料１



（１） 医療保険制度を取り巻く現状

・ 増大する医療費 （国民医療費 48.0兆円(令和５年度））

・ 少子高齢化の進展による現役世代の負担増

（２） 国保の構造的な課題

・ 年齢構成が高く、医療費水準が高い（全体の約半分は前期高齢者）

・ 小規模保険者の増加 （滋賀県国保被保険者数 ３０万人（H29)⇒22.2万人（R８.3末））

医療費の増加、少子高齢化の進展等により小規模保険者では単独での財政運営困難

国保制度改革

（１） 国の財政支援の拡充

・ 毎年3,400億円 （低所得者対策、保険者努力支援制度 等）

（２） 県が財政運営の責任主体

・ 保険給付に必要な費用を県が全額交付 ⇔ 市町は納付金を納付

「大きな財布」を設け県が財政運営を担うことで、国保制度を安定化 2

①国民健康保険を取り巻く現状



②国民健康保険制度改革について
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【改革前】



支出

保険給付費に必要な費用
を全額、市町村へ交付

保険税（料） 保険給付費

支出

保険税（料） 保険給付費

納付金 交付金

都道府県の国保特別会計

市町村の

国保特別会計

Ａ市

公費

・国庫負担金
・保険税（料）軽減

等

収入

公費

・保険税（料）軽減
等

公費

・国庫負担金
等

収入

収入

Ａ市

市町村が個別に
財政運営

NEW！

NEW！

都道府県が
財政運営主体

納付金の財源

（～H29年度) （H30年度～)

改革後の国保財政の仕組み

改革前 改革後

NEW！

市町村の

国保特別会計

被保険者 被保険者

支出
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②国民健康保険制度改革について
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保険料水準を統一せず、市町ごとの運営とした場合
①保険税（料）の市町間格差が生じる
②保険税（料）の急増リスクが高くなる といったデメリットがある。

保険料水準の統一を行う目的
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１ 統一の定義
県内のどこに住んでいても、同じ所得、同じ世帯構成であれば同じ保険税（料）
となること

２ 統一によるメリット
・同じ世帯構成、所得であれば県内どこに住んでも同じ保険税（料）となり、
公平性、透明性が高まること

・特定の市町で高額な医療費が発生した場合においても、保険税（料）の変動を抑
えることができること

３ 統一の目的
・保険料水準統一を行う目的は、県内市町の支え合いを強化し、「保険税（料）負
担と給付の公平化」を実現すること。

⇒保険料水準を統一し、医療費を県内で支え合い、給付と負担の公平化を実現す
ることで、保険税（料）の市町間格差がなくなり、保険税（料）の急増リスク
が低減される。

③保険料水準の統一について



保険料水準の統一を目指す目的

県内市町の支え合いを強化し、「保険税（料負担と給付の公平化」を実現すること

Ａ市

Ｂ市

Ｃ市

Ｄ町

保険料水準の統一をしない

・ 市町間格差の拡大

・ 保険税（料）急増リスク高
（小規模保険者ほど高い）

Ａ市
Ｂ市

Ｄ町Ｃ市

保険料水準の統一をする

滋賀県

・ 市町間格差なし

・ 保険税（料）急増リスク低
（医療費の支え合い等）

支え合い

支え合い支え合い

支え合い

滋賀県

滋賀県が目指す国保

「給付と負担の公平化」を実現

6

③保険料水準の統一について



市町間格差を無くし、被保険者の負担を公平化
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市町間格差があり、県内で被保険者

の負担が異なる（格差はなくならない）
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市町間格差がなくなり、県内の

被保険者の負担が公平化される

保険料急増リスクを抑制し、更なる国保財政の安定化

医療費急増による保険料急増リス

クがある（特に小規模保険者）

医療費を県全体で支え合うことで、

保険料を平準化し、財政を安定化
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③保険料水準の統一について



【平成27年度】
〇保険料の県内の統一は基本的な考え ⇒H27.8.4 首長会議 出席市長発言
【平成28年度】
〇将来的には保険料水準を統一することについて概ね合意
【平成29年度】
〇保険料水準の統一は、令和６年度以降出来るだけ早い時期を目指す。
〇平成30年度から医療費を各市町で支え合う。

国保改革（平成30年度）以前

〇保険料水準の統一は、令和６年度以降出来るだけ早い時期を目指す。
〇医療費は県全体で支え合う。（市町ごとの医療費水準は納付金算定に反映させない。）

(H29.8.31策定)

〇保険料水準の統一は、令和６年度以降出来るだけ早い時期を目指す。（←第１期から変えない）
〇市町ごとの収納率の差は県全体で支え合う。（市町ごとの収納率を納付金算定に反映させる。）
〇県全体で支え合う経費（Ex.出産育児一時金）や分かち合う公費（Ex.保険基盤安定制度（保険者支援））を拡大する。

(R2.12.28策定)

第１期運営方針（平成30年度～令和２年度）

第２期運営方針（令和３年度～令和５年度）

被保険者の負担の
公平化を目指して…

被保険者の負担の公平化
を更に進めるために…

（参考）国民健康保険運営方針とは
①策定の目的 県が、市町とともに行う国民健康保険の安定的な財政運営や効率的な事業運営の確保のため、県内の統一的な運営方針を定め、

市町が担う事務の効率化、標準化、広域化を推進
②策定の根拠 国民健康保険法第82条の2

これまでの経緯

③保険料水準の統一について
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○保険料水準の統一の時期について
原則 令和９年度（ただし、市町の個別事情を考慮し

移行期間を令和11年度まで設ける。）
○標準保険料の平準化に係る対策

・財政安定化基金への計画的な積立を行う。
・前期高齢者交付金の一部留保を検討する。

〇市町の国保財政安定化に係る対策
・納付金の精算制度を構築する。
・県２号繰入金の拡充を図る。

(R６.３.25策定)

第３期運営方針（令和６年度～令和11年度）

これまでの経緯

③保険料水準の統一について
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令和６年度 令和９年度 令和12年度

（県）
標準保険料

（Ａ市）
保険料

（B町）
保険料

（円）

（年度）

移行期間
（令和11年度まで設ける）

保
険
料
水
準
の

統
一
時
期

保険料水準の統一の時期について

保険料水準の統一の時期について
原則として令和９年度に統一を行う。ただし、市町の財政状況等により令和11
年度まで移行期間を設けられている（財政調整基金を活用してゆるやかに統一
保険料へ移行するため）。

③保険料水準の統一について
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これまでの取組により、標準保険料（※）ベースでは市町間格差が段階的に縮小
され、被保険者の負担の公平化に向けて前進している（令和６年度では格差なし）。

県
平
均
の
標
準
保
険
料
（
モ
デ
ル
世
帯
）

各
市
町
の
標
準
保
険
料
（
モ
デ
ル
世
帯
）

÷

県平均

H28 H30 R03

0.28

0.15

●
0.07

これまでの取組

保険料水準の統一に向けた市町間格差の縮小 （標準保険料ベース）

（平成30年度～）
・医療費の支え合い

（令和３年度～）
・収納率の差を分かち合い
・分かち合い公費等の拡充

各市町の
標準保険料水準

※標準保険料率によるモデル世帯の保険料水準（H28は相当額）

市町間格差なし
（負担の公平化）

R06
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（令和６年度～）
・保健事業費＝特別交付金
となるよう県２号特別交付
金を拡充

※ 標準保険料・・・県が設定する標準的な算定方法に基づいて市町毎に算定する保険料率のこと。市町は、標準保険料率を参考
に保険税（料）率を決定し、賦課・徴収する。

これまでの取組（被保険者の負担の公平化）

③保険料水準の統一について



各市町の
納付金

市町個別
の事業費

市町個別
の公費等

本来必要
となる

保険税（料）

歳出 歳入

保 険 税（料）

納付金

県全体で必要な
費用 県全体に交付

される公費
県全体の
納付金

各市町の、

所得水準
被保険者数
世帯数
収納状況に応じて配分

各市町の
納付金

歳出

歳入

標準保険料

※医療費水準は考慮しない

医療費
出産育児一時金
葬祭費

②県２号繰入金（保健事業等）の拡充等

①納付金の精算制度

市町の保険税（料）徴収実績に
応じて精算調整
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これまでの取組（国保財政安定化に係る対策）

③保険料水準の統一について



各市町が保険料水準の統一に向けて、市町基金等を活用していくことを想定し、市町基

金等がなくても財政が不安定にならないような制度づくりを構築する。（納付金の精算制度等）

高

低

市町
基金
等

標準
保険料

（料）

市町
保険税
（料）
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統一年度以降、市町
基金がなくても、財政
が不安定にならない
仕組みづくりを

統一標準保険料への推移（イメージ）

令和６年度 令和９年度 令和12年度

（県）
標準保険料

（Ａ市）
保険税（料）

（B町）
保険税（料）

（円）

（年度）移行期間（１１年度まで）

保
険
料
水
準
の
統
一

時
期

13

国民健康保険の財政安定化に向けて

③保険料水準の統一について



市町の負担能力（所得金額・被保険者数・世帯数・収納率）に応じた納付金算定

・ 医療費は県全体で支え合う （医療費水準は納付金算定に反映しない）

・ 収納率の差は県全体で分かち合う （納付金の按分に収納率を反映する）

・ 出産育児一時金等の支え合い、医療費に係る市町個別公費の分かち合い

※総額16億円の激変緩和措置を実施

納付金等算定

保険料水準の統一

・ 被保険者の負担の公平化に向けて、段階的に前進（標準保険料ベースで格差縮小）

・ 医療費の支え合いにより、市町国保財政は更に安定化（特定市町の保険税（料）急増リスク抑制）

２９標準保険料の平準化に係る対策を実施
市町の国保財政安定化にかかる対策を検討
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まとめ

③保険料水準の統一について



110,247 

119,227 

117,642 

107,851 

110,793 

124,498 

132,651 

135,070 
142,144 

385,832

400,569

414,739

413,627

428,484

446,694

461,561

474,036

499,339

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

550,000

95,000

105,000

115,000

125,000

135,000

145,000

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

一人当たり標準保険料と費用の推移

一人当たり標準保険料 一人当たり費用

標準保険料の推移と一人当たり費用（医療分、後期分、介護分、子ども分の計）を比較する
と、相関が見られる。

前期高齢者
交付金の減

前期高齢者
交付金の増

県基金等
約22億円

活用
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（単位：円） （単位：円）

一人当たり標準保険料と費用の推移

一人当たり標準保険料の単年度
伸び率(H30→R8(本））

3.23%

③保険料水準の統一について



令和８年度保険税率は、令和９年度（移行期間：令和11年度まで）の県内市町との保険料水準統一に向け、県が示した標準
保険料率と現行税率の乖離幅を国民健康保険事業基金で調整し、令和７年度の一人当たり保険税額に対して5.9％増に抑制
し、以降、おおむね均等な伸びとなるよう税率を引上げました。

今後の方向性（本市における基金等活用による保険税率の調整）

5.9%

令和８年度以降の国民健康保険税の見通し
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③保険料水準の統一について



今後の方向性（本市における基金等活用による保険税率の調整）

■ 背景

・第３期県国保運営方針には、保険給付費の過去３か年平均の５％程度を令和８年度末
までの目標保有額の目安として、県において計画的に基金を保有するとされている。

・令和８年度の診療報酬改定の影響（令和８年６月～：＋2.41％、令和９年６月～：＋
3.77％）により、保険給付費の上振れが予想されるが、県においても一定程度、剰余
金を活用されると見込まれる。

・令和７年度は本市国保被保険者の課税対象所得（総額）が約55億円（令和６年度比＋
１億円（＋1.7％））となった（被保険者１人当たりに按分すると898,450円（令和６
年度比＋46,588円（＋5.5％））。

令和８年度においても、最低賃金の引上げを予定されており、国保税の所得割によ
る徴収額が納付金算定時に比べて増加傾向にある。

・被保険者数の減少ペースが近年鈍化傾向にある。
令和５年度納付金算定時 6,895人 → 令和５年度末現在 6,575人（差：▲320人）
令和６年度納付金算定時 6,519人 → 令和６年度末現在 6,339人（差：▲180人）
令和７年度納付金算定時 6,203人 → 令和７年度末現在 6,115人（差：▲88人）

17

③保険料水準の統一について



その他不確定要素
国における検討等の状況
・現役世代の負担軽減（70歳以上の方の３割負担の拡充検討）
・高額療養費制度の見直し（令和８年８月と令和９年８月の２段階で実施）
・高額医療費負担金について、令和７年度に引き続き減額を検討（令和８年度～）
・今後の社会保険「適用」の拡大の影響により、被保険者数の減少がさらに進む可能性がある。
・出産費用の保険適用を検討

・国民健康保険、後期高齢者医療制度への生活保護受給者の加入の検討
・国保保険税（料）への金融所得を勘案する方針（施行時期未定、社会保障審議会医療保険部会）

本市国保基金を被保険者に還元するため、県内市町との保険料水準の統一までに基金を活用すること
としつつ、毎年度の標準保険料の状況を踏まえて基金投入額を調整し、令和11年度までの間で基金を
活用して税率を引き上げ、標準保険料に推移する。

・県内市町との保険料水準の統一年度は、令和９年度（移行期間：令和11年度まで）とされており、
これ以後は保険税（料）の引下げのために基金を活用することは出来なくなる（県および県内市町と
の調整において、市町基金が無くても安定した国保運営ができるよう検討を進めており、保険料水準
統一後に基金を残す必要はない。基金が余った場合、保健事業に使うことは可能だが、県との協議に
おいて、市町の自主的な保健事業は統一後も変わらず実施できるよう調整。）。
・本市の一人当たり基金等残高は、県内市町でも高水準な状況にあり、保険税額の激変を抑えつつ、
出来る限り早期に基金を活用していきたい。

本市基金活用に向けた方向性

今後の方向性（本市における基金等活用による保険税率の調整）

令和９年度以降の税率の設定について

18



近年、被保険者の所得の上昇等に伴い、国保税の調定額が上昇。⇒令和９年度以降、移行期間中
に基金を活用して統一できるよう調整したい。

今後の方向性（本市における基金等活用による保険税率の調整）

5.9%
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各年度の標準保険料に応
じて、国保税率の据置き
も視野に検討

③保険料水準の統一について
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③保険料水準の統一について

●本表は令和８年度の統一標準
保険料に対する県内各市町の令
和８年度国民健康保険税（料）
の状況を示しています。
●本市では令和５年度、６年
度、７年度、令和８年度に保険
税率を引き上げましたが、県が
定める令和８年度標準保険料
（統一ベース）に比べると
13,456円乖離しています。
●医療費の増嵩等の影響から、
令和８年度一人当たり統一標準
保険料が上昇しましたが、保険
税率を引き上げたため、乖離幅
は令和７年度と同程度となって
います。

令和８年度 一人当たり市町保険税（料）の状況

※国民健康保険税（料）には、所得に比
例する応能分（所得割）等があるため、
一人当たり統一標準保険料は市町間で異
なります。



【参考】米原市の国民健康保険税率の推移

21

備考

所得割
（％）

資産割
（％）

均等割
（円）

平等割
（円）

平等割（特
定世帯）
（円）

平等割（特
定継続世
帯）（円）

所得割
（％）

資産割
（％）

均等割
（円）

平等割
（円）

平等割（特
定世帯）
（円）

平等割（特
定継続世
帯）（円）

所得割
（％）

資産割
（％）

均等割
（円）

平等割
（円）

所得割
（％）

資産割
（％）

均等割
（円）

18歳以上
均等割
（円）

平等割
（円）

税率改定
を実施

令和８年度 6.44 28,200 17,800 8,900 13,350 2.76 12,100 7,600 3,800 5,700 2.40 12,300 6,100 0.27 1,200 39 700 ○

令和７年度 6.39 27,500 18,600 9,300 13,950 2.8 11,900 8,000 4,000 6,000 2.36 12,100 6,000 ○

令和６年度 6.04 25,600 17,700 8,850 13,275 2.67 11,000 7,600 3,800 5,700 2.30 11,800 5,800 ○

令和５年度 5.78 24,300 16,500 8,250 12,375 2.48 10,100 7,000 3,500 5,250 2.29 11,800 5,900 ○

令和４年度 5.45 22,400 16,000 8,000 12,000 2.45 9,900 7,000 3,500 5,250 2.19 11,400 5,700

令和３年度 5.45 22,400 16,000 8,000 12,000 2.45 9,900 7,000 3,500 5,250 2.19 11,400 5,700 ○

令和２年度 6.36 25,900 19,100 9,550 14,325 2.18 9,000 6,600 3,300 4,950 1.90 10,000 4,700

令和元年度（平成31年度） 6.36 25,900 19,100 9,550 14,325 2.18 9,000 6,600 3,300 4,950 1.90 10,000 4,700

平成30年度 6.36 25,900 19,100 9,550 14,325 2.18 9,000 6,600 3,300 4,950 1.90 10,000 4,700 ○

平成29年度 6.90 26,900 21,600 10,800 16,200 2.80 9,000 7,200 3,600 5,400 2.00 9,200 5,000

平成28年度 6.90 26,900 21,600 10,800 16,200 2.80 9,000 7,200 3,600 5,400 2.00 9,200 5,000

平成27年度 6.90 26,900 21,600 10,800 16,200 2.80 9,000 7,200 3,600 5,400 2.00 9,200 5,000

平成26年度 6.90 26,900 21,600 10,800 16,200 2.80 9,000 7,200 3,600 5,400 2.00 9,200 5,000

平成25年度 6.90 26,900 21,600 10,800 16,200 2.80 9,000 7,200 3,600 5,400 2.00 9,200 5,000

平成24年度 6.90 26,900 21,600 10,800 2.80 9,000 7,200 3,600 2.00 9,200 5,000 ○

平成23年度 6.70 8.40 24,300 19,800 9,900 2.30 2.80 8,100 6,600 3,300 1.80 2.50 8,200 4,500 ○

平成22年度 5.20 13.60 23,700 19,700 9,850 2.00 5.10 8,400 7,000 3,500 1.50 4.90 8,600 4,700 ○

平成21年度 3.90 21.00 20,500 15,700 7,850 1.60 6.00 7,700 5,800 2,900 1.20 8.00 8,500 4,600

平成20年度 3.90 21.00 20,500 15,700 7,850 1.60 6.00 7,700 5,800 2,900 1.20 8.00 8,500 4,600

医療分 後期支援分 介護分 子ども分

令和８年度本算定 7.55 33,064 20,914 10,457 15,686 2.76 12,027 7,608 3,804 5,706 2.40 12,340 6,087 0.27 1,188 39 744



【市町保険税（料）と標準保険料との差が生じている主な理由等】

・標準保険料が上昇を続けているのは、主に一人当たり医療費の増が要因。

・一人当たり医療費の増要因としては、医療の高度化が挙げられる。

・このような状況においても、平成30年度から医療費の分かち合いを行ったことで、高額な医
療が発生しても県全体で分かち合うこととなり、市町の国保財政は安定。

・市町の収納対策も国保財政安定化に寄与している（滋賀県市町の収納率は全国で11位（令和
５年度））。

・以上のことから、市町国民健康保険事業特別会計では剰余金が発生し、基金・剰余金を積み
上げることができた。

・市町は基金・剰余金により標準保険料より低い税（料）率の設定が可能となった。

・また、令和９年度統一（移行期間11年度まで）という目標が明確となり、毎年、基金・剰余
金をどのくらい活用できるかのめどがついた。

標準保険料と市町保険税（料）の差について
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③保険料水準の統一について



【参考】標準保険料率の算定方法

標準保険料総額を市町ごとの賦課割合に基づき、所得割・均等割・平等割に按分し、市町ごとの所得金額等で
除することで標準保険料率を算定する。

所得割総額 平等割総額均等割総額

応益割応能割

※市町村算定方式（３方式）の場合

所得総額 被保険者数 世帯数

所得割率 均等割額 平等割額
23

標準保険料（総額）
※市町ごとの賦課割合により按分

【参考】標準保険料とは
・国民健康保険は、平成30年度から都道府県が財政運営の責任主体となったが、実際の保険
税（料）は、各市町が決定する。

・標準保険料とは、市町ごとの標準的な保険料を県が示すもので、具体的には、翌年度の医療給付費等
の歳出、また国交付金等の歳入等を、県が推計して算定する。

・各市町は県が示す標準保険料を参考にして実際の保険税（料）を決定するが、標準保険料はあくまで
も参考であり、各市町はこれと合わせる義務はない。

・県が標準保険料を示すことで、市町が決定した保険税（料）の妥当性を判断する目安となるため、こ
れにより、国保の財政運営や保険税（料）決定の透明性を確保しようというもの。



これまでは、県が示す標準保険料率を参考に、各市町が算定した保険税（料）を決定

・税方式 国民健康保険税条例で決定
・保険料方式 市国民健康保険運営協議会で決定・告示

保険料水準の統一後の保険税（料）率決定について

これまで

完全統一後

上記は変わらない。

県が示す標準保険料率と同じ税（料）率に決定することで、統一となる。

24

③保険料水準の統一について



項目 内容 備考

（１） 根拠法 ○国民健康保険法

（２） 目的
○国民健康保険の安定的な財政運営
○市町の国保事務の広域的、効率的な運営の推進

（３） 期間（第３期） ○令和６年４月１日～令和12年３月31日（６年間）
第１期（Ｈ30～Ｒ２)
第２期（Ｒ３～Ｒ５)

（４） 協議場所
○県国民健康保険運営協議会
○市長会議、町長連絡会議 市町連携会議（課長会議）

（５）
主な記載
内容

○保険料水準の統一
○国保保健事業、医療費適正化
○市町事務の効率化

（次ページ概要）

１ はじめに

２ 国保運営方針策定要領（改定暫定版） 抜粋（令和８年５月28日 国事務連絡）

○令和８年度は中間見直しを行うこと。

○特に保険料水準統一を念頭に、現行計画の見直しを検討すること。

第３期 滋賀県国民健康保険運営方針の中間見直しについて

④国民健康保険運営方針の中間見直しについて
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④国民健康保険運営方針の中間見直しについて



◎中間見直しの方向性
・基本的な骨格は維持
・令和９年度からの保険料水準の統一に向けて検
討・協議事項となっていた内容を確定させる
（項目３、４は重点的に見直す）
・各種データを更新 等

27

④国民健康保険運営方針の中間見直しについて


